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2016年8月30日

新宿駅周辺防災対策協議会
新宿駅周辺地域都市再生緊急整備協議会

2016年度第2回セミナー

電気・ガス・水道・通信等はつかえるの？
―ライフラインの地震被害と対策－

岐阜大学工学部 社会基盤工学科防災コース 教授

清流の国ぎふ 防災・減災センター 副センター長

岐阜大学 地域減災研究センター センター長

能島 暢呂 （のじま のぶおと）

都市化に伴うライフライン依存の深化

人口・施設の集中

生活 生活

生活
交通

交通

交通

水

水

水
エネルギー エネルギー

水 エネルギー

交通・通信

都市の高密度化

都市の広域化

エネルギー

田園型生活形態
不便／自給自足的

スポット的／たくましい

都市型生活形態
便利／ライフライン依存
ネットワーク的／脆弱

社会的背景の変化

土地利用の高度化

ライフライン (lifeline) ： 都市の水循環・エネルギー供給・交通・運輸・通信を担うネット
ワーク系の都市施設の総称．1971年サン・フェルナンド地震で大きな被害を受け，
UCLAの C.M.Duke教授が「ライフライン地震工学」という新たな分野を提唱したことが

言葉の由来．膨大な施設から構成されるため地震時に物的損傷を受けやすい．その
機能的被害が都市機能マヒに発展して影響が長期化することが問題となり，ハード・
ソフトの両面から様々な地震対策が講じられている．
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ライフライン（Lifeline）とは

• 面的な広がりを持ち，社会基盤施設＝インフラスト

ラクチャーの主要部分を占める．

• 電力供給システム／都市ガス供給システム／

上水道システム／下水道システム／

固定電話・携帯電話／

道路交通システム／鉄道システム

• エネルギー供給系／ 水供給処理系／通信系／

交通運輸系

• 供給系／処理系／通信系／交通運輸系

（人体の動脈／静脈／神経系に例えられる）
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天災は忘れた頃にやって来る
• 「文明が進むほど天災による損害の程度も累進する傾向が

ある」 （もっと対策を進めるべきなのに，進まないのは．．．．）

• 「畢竟（ひっきょう）そういう天災がきわめて稀にしか起こらない
で，ちょうど人間が前車の顚覆（てんぷく）を忘れたころにそろそ
ろ後車を引き出すようなことになるからだろう」

災害は進化する
「ライフライン地震工学」への洞察

• 「二十世紀の現代では，日本全体が一つの高等な有機体で
ある．各種の動力を運ぶ電線やパイプが縦横に交叉し，いろ
いろな交通網が隙間もなく張り渡されている有様は高等動物
の神経や血管と同様である．その神経や血管の一か所に故
障が起こればその影響はたちまち全体に波及するであろう」

寺田寅彦： 『天災と国防』，1934年1月



重要インフラの相互依存性と被害連鎖波及

都 市 環 境

社会経済活動・市民生活

ライフライン全体系

供給系

交通系

通信系

処理系
物理的被害波及

機能的被害波及

復旧支障

複合災害

社会経済的影響
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ライフライン停止の影響は？

• 停電

• 断水

• ガス停止

• 道路通行止め

• 鉄道遅延・運休

• 固定電話不通

• 携帯電話不通
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日常生活
炊事，洗濯，掃除，風呂，トイレ
勉強，娯楽，団らん，
照明，冷暖房，エレベータ，ATM
インターネット，連絡，通勤，通学

社会・経済・生産活動
製造業，情報通信業，金融業，
卸売・小売業，運輸・郵便業，
宿泊業，飲食サービス業，
行政サービス，教育・学習支援業
農林業，漁業，電気・ガス・水道業

災害対応
職員参集・派遣，災害情報収集
消防，救急・救命，被災者支援，
避難所運営，復旧・復興活動

震度 ４ ５弱 ５強 ６弱 ６強 ７
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 強い揺れになると，ライフラインはほぼ止まる
 個人・世帯レベルで備えが必要

ライフラインはどの程度の
震度で止まるのか

供給系ライフラインの復旧率の比較
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電気（阪神・淡路大震災）

■1995年阪神・淡路大震災

■2011年東日本大震災

■2016年熊本地震

1ヶ月

ガス停止：86万戸

停電：260万戸
断水：126万戸

ガス停止：46万戸

停電：891万戸
断水：220万戸

ガス停止：10万戸

停電：48万戸
断水：43万戸

 熊本地震は相対的に復旧
ペースは早い．

 ただし被害甚大地域の復
旧は立ち遅れている．
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Nojima and Maruyama (2016)



地震時ライフライン機能被害予測モデル
電力 水道

都市ガス
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9 10 大体の被害・復旧の様子は予測可能（津波被害を除いて）

評価モデルの精度検証（東日本大震災）
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全域 都道府県別

推定＋実測 実測 推定

供給系ライフライン停止戸数の解消過程
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5月
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5月
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5月
3日

停
止
戸
数

2016年

水道（熊本県）

都市ガス（熊本県）

電気（全域・朝）

電気（全域・夜）

都市ガス停止：10万戸

停電：47.7万戸

断水：43.2万戸

4月20日通電完了

4月30日完了

2016.4.1 世帯数 人口
熊本県 70.6万 178.0万
熊本市 31.6万 74.0万
益城町 1.2万 3.4万
西原村 0.2万 0.7万
嘉島町 0.3万 0.9万

4月29日以降，復旧
見込みも発表

送電線からの供給再開
は4月28日21:36Nojima and Maruyama (2016)

電気の被害（停電）と復旧の特徴

• 災害時に異常（設備被害，系統事故，供給・
需要の急変）を検知すると，電力系統（電圧・
周波数）を守るため，事故区間が切り離され
る停電が発生する（かなり広域で停電）．

• 自動停電復旧システムによって送電網の系
統制御が行われ，健全区間には迂回ルート
によって電力供給が再開される（迅速な系統
復旧，数時間程度）．

• 配電設備の被害が大きい地域では復旧まで
さらに時間を要するが，電柱と配電線の応急
復旧は比較的早い（数日～1週間程度）．

• 送電設備の被害が大きく応急復旧が遅れそう
な地域には，高圧発電機車を配電線に直接
つないで応急処置が行われる（応急送電）．

12土木学会西部支部 熊本地震
報告会 九州電力資料より引用参考：「防災士教本」など



電気の被害と復旧に関する注意事項

13

• 二次災害（電気火災，通電火災，感電事故）の防止

電気火災（使用中の電気器具が可燃物に着火して火災
に至ること）防止のため，電気器具を安全にOFFにしてプ
ラグを抜く．

通電火災（停電後の通電再開時に，電源ONのままとなっ

た電気器具が可燃物に着火して火災に至ること）の防止
のため，屋外避難の際はブレーカを切る．

できれば「感震機能付住宅用分電盤」や「感震ブレー
カー」を設置する．

感電防止のため，切れた電線などに触れないよう注意．

• 停電対策（照明＋電源）

懐中電灯，ソーラーライト，ローソク，乾電池，蓄電池，発
電機など，事前の備えを十分に

参考：「防災士教本」など

前震・本震に伴う停電発生・解消過程

14
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Kyushu region4月16日 2:00
47.7万戸

4月20日19:10
通電完了

ただし送電線からの供給再開は
4月28日21:36

4月1４日 22:00
1.67万戸

4月16日 8:00
18.1万戸

九州電力発表資料に基づき岐阜大学地震工学研究室まとめ
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長洲町 和水町 大津町 菊陽町 西原村 御船町 嘉島町 益城町

甲佐町 山都町 氷川町 阿蘇市 南小国町 小国町 産山村 高森町

南阿蘇村 水俣市 上天草市 天草市 芦北町 津奈木町 苓北町

供給系ライフライン停止戸数の解消過程
（電気：熊本県内市区町村別）

熊本市東区

熊本市南区

高森町

南阿蘇村
益城町

阿蘇市

4月15日 4月16日 4月17日 4月18日 4月19日 4月20日

九州電力発表資料に基づき岐阜大学地震工学研究室まとめ

 阿蘇地方で66kV送電線が被災し，応急
復旧は大きくずれ込んだ．

 熊本地方では益城町が遅かった．
 被害甚大地区は対象外とされている．

15

「平成28年熊本地震における6万ボ

ルト送電線（黒川一の宮線）の被害
状況と復旧概要（九州電力）」より

供給率（電力）の時系列変化
供給率（%） 4/16 (8am) 4/17 4/18

4/19 4/20 4/21 4/25

4/27 4/29

注：4/21～28の間，阿蘇地方では高圧発電機車からの送電

土木学会西部支部 熊本地震
報告会 九州電力資料より引用

仮設された
送電鉄塔
(4/28完了)

益城町役場



17
土木学会西部支部 熊本地震報告会 九州電力資料より引用

阿蘇地方の66kV送電線（黒川一宮線）の被害

阿蘇山

九州電力HPより引用 18

阿蘇地方の停電対応（送電線の応急復旧）

土木学会西部支部 熊本地震報告会 九州電力資料より引用
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高圧発電機車保有台数と
熊本県への派遣状況

経済産業省審議会資料および九州電力資料に基づき岐阜大学作成

阿蘇地方の停電対応
（高圧発電機車による応急送電）

応急送電状況

土木学会西部支
部 熊本地震報
告会 九州電力
資料より引用
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20

高圧発電機車保有台数と
熊本県への派遣状況

経済産業省審議会資料および関西電力，東北電力，東京電力，九州電力資料に基づき岐阜大学作成

電力会社の復旧応援体制の比較
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1995: 阪神・淡路大震災
2011: 東日本大震災
2016: 熊本地震

配電部門における
復旧要員数（人）

Nojima and Maruyama (2016)

全国380台のうち162台（約43%）を派遣
東日本大震災： 220台（約58%）
南海トラフ巨大地震では絶対的に不足の懸念



都県別停電人口の推移

東日本大震災におけるライフライン被害・復旧予測モデルの事後評価
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東北電力管内 東京電力管内

宮城

岩手

青森

宮城

岩手

福島

神奈川

茨城

栃木

 他県では比較的よくあうが，東京都については過大評価
 首都圏で停電しにくい送電網？ 外的事象（首都圏外の原因）には頑健？

埼玉・千葉

神奈川・埼玉

秋田
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青森・秋田

栃木

茨城・東京・千葉

実測

推定

東京都

停電人口：
約16万人

東京都

停電人口：
約214万人

東京

22

2006年8月14日首都圏大規模停電の概要

発生日時： 平成18年8月14日（月） 7時38分
事故箇所： 江東線78～79号鉄塔間の27万5千ボルト送電線（旧江戸川横断）
事故原因： 送電線にクレーン船のクレーンブームが接触

事故現場

東京電力資料より

×

東京都心部 → 97.4 万軒
横浜市北部・川崎市西部 → 22 万軒
市川市・浦安市の一部 → 19.7 万軒
特別高圧 → 414     軒
配電用変電所 → 75 箇所

計 約139 万軒

写真「毎日送電線」より

 内的事象（首都圏外の原因）には
意外に脆弱？
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送電復旧の推移

注：施設と送電線の位置
については概念図

1

2

3

4

5

荏田(変) 世田谷(変)

葛南(変)

江東(変)

品川(火発)

新京葉(変)
城南(変)

北多摩(変)
新宿(変)

54
3

2

1

東京電力（株）：サステナビリティレ
ポート2007，東京電力と社会との関
わり 特集「江東線損傷による首都圏
停電」，2007年，pp.52-53．

500kV（50万ボルト）

その他 ：275kV
（27.5万ボルト）
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2006年首都圏大規模停電の影響

接触事故

港湾

電力

鉄道

下水道医療

物流

情報通信

金融

その他

ガス

行政
サービス

道路

航空

上水道

首都停電

下水処理施設

給水所

浄水所

東京地下鉄

東日本旅客鉄道

ゆりかもめ

小田急電鉄

京浜急行電鉄

東京都交通局

東京臨海高速鉄道

京王電鉄

東京モノレール線

東急電鉄

鉄道
変電所

舞浜リゾートライン

横浜市交通局

信号機

ETC

ＫＤＤＩ

ソフトバンク

ＮＴＴドコモ

日本IBM

携帯電話

固定電話

TDL

コンビニ

エレベーター

マクドナルド

GS

ＡＴＭ

日経平均株価

セブン銀行

三菱東京ＵＦＪ

みずほ銀行

りそな銀行

病院

10万3100人

1万9000人

1万4000人

1万7000人

2万3000人

13万4000人

3万人

2500人

銀座、日比谷、半蔵前、東西の４線で運転見合わせ（毎日） R-1

新宿、浅草、三田の各線で運転見合わせ（毎日） R-5

全線で影響を受けた（朝日） R-6

3ヵ所の変電所がダウンしたが、バックアップ機能で徐行運転（朝日） R-7

ダイヤが大幅に乱れる（朝日） R-8

ダイヤが大幅に乱れる（朝日） R-9

上下線10本が運休（読売） R-2

全線で運転見合わせ（毎日） R-4

15列車が停止（うち8列車は線路上で停止）（朝日） R-3

変電所２３カ所のうち７カ所に電気が来なくなり、
田園都市線と大井町線が運転を中止（毎日） R-10

ディズニーリゾートラインで運転休止（国交省） R-11

全線で運転見合わせ（国交省） R-12 1600人

午後になって、日経平均株価の配信が停止。朝方の停電時に切り替えた自家発電装置に
午後になって不具合が発生し、それが指数の算出･配信システムの障害につながった（朝日） F1-1

東京、神奈川、千葉のセブン・イレブン内に設置してある
ＡＴＭ約２００台が一時動かなくなったが，午前１０時にはすべて復旧（毎日） F2-1

約６００台のATMがストップ。午前９時ごろまでに復旧（読売） F2-2

８ヵ所で約４０台のATMがストップ。午前９時ごろまでに復旧（読売） F2-3

２０ヵ所のATMがストップ。午前９時ごろまでに復旧（読売） F2-4

全般

停電のため、コンピューターなどが動かず、
通常午前９時の営業開始時間を５５分遅らせた（毎日） F3-1

住友信託銀行
東京中央支店

三菱東京UFJ銀行自家発電に切り替えて、午前９時ごろまでに大半が復旧（読売） F3-4

証券会社の
コールセンター

一時運営を休止するなどした（朝日） F3-3

テレビ東京午前8時45分からのニュースで株価情報を放送できなくなった（朝日） F3-5

東京債券市場業者間取引を担う日本相互証券で２５分間取引ができなかった（朝日） F3-6

日本銀行
午前９時１０分、金融機関が資金確保が難しくなる

おそれがあるとして、短期金融市場に１兆円を即日供給し、
実施時間も通常より１０分早めた（朝日） F3-2

４０件以上で顧客のサーバーなどが起動せず。午後２時ごろまでに解決（読売） C-1

NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクのオフィスビルなどにある
計約３００か所の屋内基地局が一時不通となり、

一部の商業施設や地下鉄駅の構内で携帯電話が通じにくくなった（読売） Te2-3

３都県で最大１８１の屋内基地局が一時不通に （読売） Te2-1

NTTドコモのビル内の基地局１５０ヵ所で電力供給停止（朝日） Te2-2

電力

変電所
葛南（千葉県市川市）、江東（東京都江東区）、城南（同港区）、世田谷（同世田谷区）

荏田（横浜市）の５変電所が、ほぼ同時に機能しなくなった （読売） E-1

東電はトラブル発生後、都心の西側から電気を送り込むルートへの切り替えを実施（読売） E-2

停電したビルもあったが、自動制御ですべて予備電源が稼動した。移動電源車
（2000ｋVAが最大）は準備したが、出動するまでには至らなかった（NTT東日本） Te1-1

ＮＴＴ東日本

都立広尾病院

国立国際医療センター

日赤医療センター

都保健医療公社
大久保病院

外来の会計システムなどが一時ストップしたが、
午前９時半までに両病院とも復旧した（毎日） M-4

電力の供給が止まり、非常電源に切り替えた（毎日） M-3

停電後、すぐ自家発電機が作動（朝日） M-2

午前9時前から30分ほど、点検、確認のために
救急患者の受け入れを一時的に止めた。

自家発電に切り替え、医療機器などは正常に作動（朝日） M-1

電力に頼る水道の給水所などの都市基盤は一斉に非常用電源を稼動（読売） W-1

東京都で２７箇所、神奈川で１箇所、千葉県で１箇所の下水処理場等が
影響を受けたが、自家発への切り替え等により対応（国交省） S-1

一部の給水所及び浄水所で一時的な停電が発生し配水ポンプが停止し、
配水圧力が低下したが、自家発電装置の運転等の

バックアップ体制により断水は発生しなかった （東京都水道局） W-2

今回の停電による断水はなかったが、濁水はあった。ビル等で貯水タンク
まで水を引き上げられずに起きた断水はある（東京都水道局） W-3

東京都内２６２カ所千葉県１１８カ所神奈川県４１カ所の
計４２１カ所の信号機が一時停止した （正確な数字は不明）（毎日） Tr1-1

警察署員が出動して交通整理を行ったが、午前９時半までに大半が復旧した（毎日） Tr1-2

東京湾の荷役作業等コンテナターミナルの機能が1時間停止（国交省） B-1

大井コンテナバースでは、送電回復後もオペレーションシステムの一部が
作動せず、復旧までに5時間を要した（国交省） B-2

首都高速道路の一部の料金所のETCレーンで一時的に停電が発生（国交省） Tr2-1

冷凍コンテナの電源が停止したがすぐに復旧（国交省） B-3

東京湾のフェリーターミナルで電力供給が停止したが、
船舶の入出港が無かったために影響を免れた（国交省） B-4

都内では、午前７時４０分ごろから、停電が原因とみられる
エレベーター内の閉じ込め事故は都内で５８件、

市川４件、浦安市７件、川崎市２件の計71件発生した （東京消防庁） O1-3

メンテナンス大手の三菱電機ビルテクノサービスによると、
９００台が一時停止。多くは間もなく停電が復旧し、再び動き出した（朝日） O1-1 

目黒区の特別養護老人ホーム｢駒場苑｣では午前7時半ごろエレベーターが止まり、
入居者4人と職員1人が約15分間閉じ込められた。予備電源の稼動が遅れたという（朝日） O1-4

「日立ビルシステム」で管理する都内や横浜市内のビルやマンションで、
三十数台のエレベーターで閉じこめがあった（毎日） O1-2

セブンイレブンが都内２００店で停電し、
ローソンも約３０店でエアコンや商品の冷蔵ケースが一時停止したが、

自家発電で対応して大きな影響は出なかった（読売） O2-1

自家発電は１～２時間しかもたない店がほとんど。
各店は照明を消すなど電気を節約して約３時間の停電を乗り切った（読売） O2-2

安全確認のため午前８時の開園時間を約５０分遅らせた（毎日） O3-1

開園後もＴＤＬと東京ディズニーシー（ＴＤＳ）の両パークでは、
約３０のアトラクションを安全確認のため、一時停止した（毎日） O3-2

４４店舗で最大１時間１５分営業停止（朝日） O4-1 

出光興産のガソリンスタンド４０ヵ所で約４０分間給油停止（朝日） O5-1

ローソン

セブンイレブン

保安会社による救出が１１基、消防による救出が８基、送電による復旧が６２基（国交省） O1-5

港湾

電力

鉄道

ガス医療

物流

情報通信

金融

その他

上水道
行政

サービス

道路

航空

下水道

首都停電

接触事故

発生日時：平成18年8月14日（月）7時38分
事故原因：クレーン船のクレーンブームが江東線

78～79号鉄塔間の275kV送電線 に接触
停電戸数：約139万軒
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時刻 7:30 7:40 7:50 8:00 8:10 8:20 8:30 8:40 8:50 9:00 9:10 9:20 9:30 10:30
経過時間 2 12 22 32 42 52 62 72 82 92 102 112 172

電力

ゆりかもめ
東京臨海新交

通臨海線
東京地下鉄 銀座線

日比谷線
東西線

半蔵門線
東京交通局 浅草線

新宿線
東京急行電鉄 東横線

田園都市線
大井町線
世田谷線

東京臨海
高速鉄道

りんかい線

東日本
旅客鉄道

京葉線

横浜市交通局 一号線
三号線

京浜急行電鉄 本線
空港線

舞浜
リゾートライン

ディズニー
リゾートライン

　　　　：東電停電時刻　　　　：東電復旧時刻　　　：運転休止時刻　　　：運転再開時刻　　　：系統変更時刻　　　：隣接変電所からの電力供給開始時刻　　 ()内は運転再開要因

（江東，全体の98.9％復旧）

（隣接する鉄道変電所から送電）

（安全確認終了）

（自社の発電所で対応）

（隣接する鉄道変電所から送電）

（隣接する鉄道変電所から送電）

（隣接する鉄道変電所から送電）

（隣接する鉄道変電所から送電）

（隣接する鉄道変電所から送電）

（隣接する鉄道変電所から送電）

（東電の復旧）

（東電の復旧）

（東電の復旧）

（東電の復旧）
（東電の復旧）

（東電の復旧）

（東電の復旧）
（東電の復旧）

（東電の復旧）

（停電発生）
（荏田） （世田谷） （葛南） （城南）

：東京電力の復旧により運行再開

：バックアップにより運行再開

9
事
業
者
18
路
線
が
運
行
停
止

2006年首都圏大規模停電の鉄道への影響波及
と機能復旧（影響人口約34万人）
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都内信号機の現状と
首都圏大規模停電時の状況

コンピュータ制御は
半数

うちバックアップ機能
を有するのは10%

27

A

Te1-1,M-3,W-1,W-3

Tr2-1

F1-1

O1-4

M-1,M-2,w-2,W-3,S-1,Tr1-3,O2-1,O2-2

R-1,R-2,R-3,R-4,R-5R-6,
R-8,R-9,R-10,R-11R-12,

B-1,B-2,B-3,B-4,Tr1-1,Tr1-2

停
電

停電
エリア

電力へ
の依存

余裕
時間

予備電
源装置

予備電源
に支障

予備電源
寿命

自家発
電装置

自家発
に支障

自家発
容量

外

内 なし なしあり あり

あり ありなし なし内 内 内

超過 超過 超過

なし

あり

影響
被害なし

影響
被害発生

1
2

3
4 5 6

7 8 9

10 11 12

13 14 15

C-1 4 R-5 B-1
Te1-1 R-6 B-2
Te2-1 4 R-7 4 B-3
Te2-2 4 R-8 B-4
Te2-3 4 R-9 Tr1-1
F1-1 R-10 Tr1-2
F2-1 4 R-11 Tr1-3
F2-2 4 R-12 Tr2-1
F2-3 4 Ga O1-1 4
F2-4 4 Go O1-2 4
F3-1 4 M-1 O1-3 4
F3-2 M-2
F3-3 1 M-3 O1-4
F3-4 4 M-4 4 O1-5 4
F3-5 4 W-1 O2-1
F3-6 4 W-2 O2-2
R-1 W-3 O3-1 2
R-2 S-1 O3-2 2
R-3 D 1 O4-1 4
R-4 A O5-1 4

赤色表 示は確 認済み

不明な 項目と不明な 分岐点

2006年首都圏大規模停電と停電対策 東日本大震災における
地震発生前後の供給力の比較
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↓40%

↓37%

経済産業省WG報告 (2012.3)に基づいて作成

13都県で停電発生

東京電力

東北電力

2100万kW減少
(21000MW)

530万kW減少
(5300MW)



地域間連系線の現状（相互融通量の目安）

29「(株)三菱総合研究所：平成26年度災害に強い電気設備検討調査（災害時の電力需給等シミュレーションに関する調査）
報告書，2015.2.27」より引用・加筆 （原典：電力需給検証委員会報告書，2014.10）

120万kW
(1200MW)

60Hz                         50Hz
30

都心南部直下地震発生時の電力需給
（東京電力，夏季・昼間）

「(株)三菱総合研究所：平成26年度災害に強い電気設備検討調査（災害時の電力需給等シミュレーションに関する調査）
報告書，2015.2.27」より引用

31「(株)三菱総合研究所：平成26年度災害に強い電気設備検討調査（災害時の電力需給等シミュレーションに関する調査）
報告書，2015.2.27」より引用

揚水発電○：500～1200万kW不足 揚水発電×：1500～2100万kW不足

揚水発電○：400～1000万kW不足

32「(株)三菱総合研究所：平成26年度災害に強い電気設備検討調査（災害時の電力需給等シミュレーションに関する調査）
報告書，2015.2.27」より引用

揚水発電○：1700～3200万kW不足 揚水発電×：2900～3400万kW不足

揚水発電○：1300～3300万kW不足



都市ガスの被害と復旧の特徴

• 揺れによりガス導管網に大きな被害が予測される
場合には，二次災害防止のため供給を遮断する．
 SIセンサによるブロック供給遮断

 マイコンメータによる戸別供給遮断

• ガス導管の被害が大きい地域では，復旧作業に
時間を要する（数日～1, 2ヶ月程度）．

• 近年では，低圧導管にポリエチレン(PE)管の採用
が進み，耐震化率は全国平均で86%．目標90% ．

• 復旧作業は安全性を最優先して進められる．

 閉栓，ガス漏れ調査，被害個所修繕，屋内配管検査・修
繕，ガス点火試験，開栓

• 日本ガス協会が全国の都市ガス事業者からの支
援を組織的に調整して，迅速に復旧応援体制がと
られる．

33

東京ガス

東京ガス

参考：「防災士教本」など

都市ガスの被害と復旧に関する注意事項

• ガス使用時に強い揺れを受けた場合
 安全に火を消せる場合は消す．揺れている間は無理しない．

 基準以上の揺れや異常流量を検知するとマイコンメータの感震遮断
装置が作動してガスは止まる．

 揺れが収まったら，消せなかったガス器具の栓を閉める．

• ガス臭がする場合
 窓や戸を開けて換気し，ガス会社に連絡して，屋外に避難する．

 火気は絶対に使用しない．スパークする電気製品も使用しない．

• ガスを使おうとしても使えない場合

 マイコンメータが作動した可能性があり，その場合は，所定のマイコ
ンメータの復帰方法でガスが使えるようになる．

 ブロック供給遮断された場合は，復旧作業による開栓を待つ．開栓
作業の立ち合いに協力する．

• ガス途絶対策
 卓上コンロ，携帯コンロ，ガスボンベ，固形燃料 34

参考：「防災士教本」など
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溶接鋼管

高圧・中圧ガス導管LNG基地

LNGタンク

低圧ガス導管

PE管

1～7MPa

2.3kPa

LNGタンカー

（高中圧） （中低圧）

GS 地区ガバナ

ガバナ（整圧器）

都市ガス供給の流れ ご家庭に届くまで

0.1～1MPa
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復 旧緊 急

予 防
高圧ガス導管

低圧ガス導管

（約5万km）

中圧ガス導管

地震防災対策の基本的考え方，スタンス

❷ 低圧は「ガス供給を止める」

 約5万㎞，被害が出る前提で対策

 防災ブロック形成，リアルタイム防災

システム導入

❷ 低圧は「ガス供給を止める」

 約5万㎞，被害が出る前提で対策

 防災ブロック形成，リアルタイム防災

システム導入

 計画的な更新による耐震性向上 計画的な更新による耐震性向上

 供給停止後の早期復旧対策 供給停止後の早期復旧対策

万が一のケース（過酷事象）に対しても
ネットワークの冗長化により供給を継続

❶ 高中圧は「ガス供給を継続」

 被害を受け難い設備を形成

 震度7でも耐えられるよう建設

❶ 高中圧は「ガス供給を継続」

 被害を受け難い設備を形成

 震度7でも耐えられるよう建設
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導管総延長 ： 56,740km
•高圧（HP） ： 875km
•中圧（MP） ： 6,592km
•低圧（LP） ： 49,273km

東京ガスの高圧ガス導管ネットワーク，供給エリア

 2016年3月
日立LNG基地（第4基地）
の供用開始

 供給安定性が飛躍的に
向上
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×4,000箇所

速やか・高精度な

被害把握に基づき

供給停止をコントロール

（遠隔監視・制御）

世界でも類を

見ない超高密度

設置された地震計

世界最高レベルの

地震防災システム

“SUPREME”

超高密度地震

情報をフル活用，

高精度な被害

把握を実現

緊急対策❷：被害が大きい地域のガス供給を「止める」
リアルタイム防災システム“SUPREME”による制御
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 地震計と遠隔監視装置を約4,000箇所に設置

 圧力，流量についてもモニタリング可能

 1km2に1箇所の高密度な情報

気象庁・計測用震度計：約4,300点＠全国

（気象庁ホームページより）

緊急対策❷：被害が大きい地域のガス供給を「止める」
「SIセンサ」の設置状況
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250gal

自動遮断

マイコンメータ

感震自動遮断

即時停止完了
（第1次緊急停止）

約10分で

供給停止

発災

220の低圧防災ブロック

地区ガバナ

遠隔遮断

非遮断ガバナ

遠隔遮断

 SI値 60kine（cm/s）以上

即時停止ブロック確定

地区ガバナ

感震自動遮断

60kine

自動遮断

緊急対策❷：被害が大きい地域のガス供給を「止める」
SUPREMEによるガス供給停止の流れ
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2009→Start

101ブロック

平均10万件/ブロック

179ブロック

平均6万件/ブロック

（現在）220ブロック

平均5万件/ブロック

2015 Goal→2020

約300ブロック

平均4万件/ブロック

①供給停止範囲の極小化
低圧Lブロックの細分化（停止単位の分割）

地震時の低圧供給停止範囲

 従来は10万件単位

 現在は5万件単位で供給停止

オペレーション

 「止める」「止めない」の局所化

2011

5万件 5万件

1Lブロック

10万件
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 道路下のガス導管被害に対して，「1箇所ずつ」丁寧に修繕

 需要家宅を「1戸ずつ」巡回し，安全を確認しながら閉栓・開
栓作業を実施

（昔からやり方は変わらず，被害が小さくても同じ手法を適用）

都市ガスの復旧作業

調査・修繕（道路下） 調査・修理（屋内）復旧ブロックを形成
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メーター閉栓

ブロック化
（2,000件程度）

漏えい調査

ガス管修理

ガバナ再稼働
（ガスイン）

需要家開栓作業

被害大地域
A復旧 （従来手法）

被害大地域
A復旧 （従来手法）

メーター閉栓

ブロック化
（10,000件程度）

漏えい調査

ガス管修理

ガバナ再稼働
（ガスイン）

需要家開栓作業

被害小地域
B復旧 （従来手法）

被害小地域
B復旧 （従来手法）

メーター閉栓

漏えい調査

ガス管修理

ガバナ再稼働
（ガスイン）

需要家開栓作業

被害軽微地域
C復旧

被害軽微地域
C復旧

メーター閉栓

ガバナ再稼働
（ガスイン）

需要家開栓作業

被害なし
D復旧
被害なし
D復旧

②復旧作業の合理化
被害程度に応じた「新たな復旧手法」の導入

マイコンメーターの
遮断機能の活用
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供給停止確立 2次圧震動収束後，データを確認→A～D仮判定

0min 5min ～10min（目安）

復旧手法
仮判定

＠事業所

現地到着

②復旧作業合理化
被害程度に応じた「新たな復旧手法」の導入

● 2010年「新たな復旧手法」のマニュアルを整備

 ブロック内圧力降下量に基づき被害程度判断
（データ確認の上，復旧手法を仮判定）

 A,B,C,D復旧を最終的には現地で判定

復旧手法
判定

＠現地

被害なし ：D復旧

被害軽微：C復旧

被害中 ：B復旧

被害大 ：A復旧
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日立支社

河原子１丁目ガバナ

最大SI値70cm/sec
（震度6弱相当）

単独ガバナ感震遮断による供給停止

●茨城県牛久市 （471戸）

●茨城県龍ヶ崎市（77戸）

●横浜市西平沼 （40戸）

東日本大震災への対応
SUPEREMEが稼働，供給停止地域を速やかに確立

保安規程に基づく供給停止

■日立市全域（30,008戸）

46「平成28年熊本地震における都市ガス供給設備の被害概要について」 2016年6月17
日，経済産業省委員会資料

47「平成28年熊本地震における都市ガス供給設備の被害概要について」 2016年6月17
日，経済産業省委員会資料

 ブロック数：7
 SIセンサ：16基

ガス導管の構成と耐震性の推移
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PE管の高い変形
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東京ガス提供

浦安市にて



供給系ライフライン停止戸数の解消過程
（都市ガス：全体＋7ブロック別）

西部ガス発表資料に基づき岐阜大学地震工学研究室まとめ
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供給率（都市ガス）の時系列変化
平成28年熊本地震

供給率（%） 4/16 4/17 4/18

4/19 4/20 4/21 4/25

4/27 4/29 5/06 5/16

注：都市ガス供給区域（熊本市周辺部）のみ拡大表示

都市ガスの復旧隊＋復旧応援隊
2016年4月19日 九州自動車道

0
500

1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000
4500
5000

人
数

日本ガス協会復旧応援隊

西部ガス復旧隊

約2600人

約2000人

西部ガス発表資料に
基づき岐阜大学地震
工学研究室まとめ
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計約4600人
阪神・淡路大震災

： 約9700人
東日本大震災

：約4600人

熊本地震では東日本大震災に匹敵する復旧応援体制が組まれた
南海トラフ巨大地震では絶対的不足の懸念 52
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1995: 阪神・淡路大震災
2011: 東日本大震災
2016: 熊本地震

都市ガスの復旧応援体制と代替供給

復旧要員数（人） カセット・コンロ（台） ガスボンベ（本）

他社応援

自社



家庭での水の使われ方

家庭での水の使われ方 用途別使用量の目安

東京都水道局：一般家庭水使用目的
別実態調査（2006年度）

53

1人1日 約300リットル

水道の被害（断水）と復旧の特徴

• 導水管・送水管・配水管（本管＋支管）・給水管か
らなる．道路地下の埋設管が多い．

• 耐震性の低い配水管に被害（管体破損，継手抜
け出し）が生じ，下流側で断水する．

• 通水のための水がないと漏水発見すらできない．

• 大容量送水管の被害の影響は特に大きい．

• 道路の掘削，試験通水，被害の発見，管路の修
繕，道路の埋め戻しなどの作業を伴うため，復旧
まで長時間を要する（数日～1,2ヶ月程度） ．

• 日本水道協会が全国の水道事業者からの支援
を組織的に調整して，迅速に復旧応援体制，応
急給水体制がとられる．

• 管路の老朽化が進み，全管路の更新に全国平均
で130年必要（本来の法定耐用年数は40年）．

54

仙南・仙塩広域水道事務所

千葉大学 丸山准教授

神戸市水道局

参考：「防災士教本」など

水道の被害と復旧に関する注意事項
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• 断水対策

応急給水体制の確立は迅速になったが，交通途絶による
孤立や，大規模地震災害での復旧資源枯渇が懸念さ
れ，長期間，水が届かない可能性もある．

地震発生からの数日間は，自立的に対応することが求め
られる．

飲料水（1人1日3リットル，家族全員の3日分，できれば1
週間分を確保する）．

ペットボトルの買い置きをして，ローリングストックとして
使っては補充する（防災を日々意識できる）．

飲料水の汲み置きは1週間程度まで（空気に触れないよ
うに満タンにしてしっかりと栓を閉め，冷暗所に保管）

生活水として風呂の水の汲み置きも効果的．

参考：「防災士教本」など
56

熊本市の給水のしくみ

熊本市上下水道局 「水道のしくみ 水をつくる・送る」より引用

熊本地域の地下水の流れ

熊本市環境局水保全課：くまもとウォーターラ
イフ「世界に誇る地下水都市・熊本」より引用
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熊本県および熊本市の断水解消過程
 熊本市では「試験通水中

の戸数（一部着手および
未着手も含む）」を「断水
戸数」に含めていない．

 通水後も漏水・断水が続
き，濁水等のため飲用
不適とされる場合も．

熊本県

熊本市
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 被害が大きかった市町村で
はかなり遅れた．

 衛生状態の悪化もあった．

熊本県・厚生労働省発表資料に基づき岐阜大学地震工学研究室まとめ

玉名市 菊池市

大津菊陽水道企業団 阿蘇市
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西原村 御船町
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復旧対象外戸数 中長期 短期

益城町下陣にて(2016.6.7)
千葉大学 丸山准教授 撮影

家屋被害甚大地域
では地上仮設配水
管による応急復旧

58

水道の復旧見込み（5月9日現在）
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厚生労働省発表資料に基づき岐阜大学地震工学研究室まとめ

・短期 ：1週間程度．
・中長期：2週間程度またはそ
れ以上，数ヵ月程度を含む．

・家屋等損壊地域：地震により
家屋等が大きく損壊した地域
で，地域の復興に合わせて水
道も復旧・整備する予定として
市町村から報告のあったもの
であるため復旧見込みの対象
に含めない．
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供給率（水道）の時系列変化
平成28年熊本地震

供給率（%） 4/16 4/17 4/18

4/19 4/20 4/21 4/25

4/27 4/29 5/06 5/16

注：熊本市については試験通水を含む

応急給水体制

60

2016.4.19 益城町役場

厚生労働省資料に基づき岐阜大学地震工学研究室まとめ
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給
水

車
（
台

）

待機中

現場へ移動中

応急給水を実施中

 熊本地震：給水車108台
 阪神・淡路大震災： 約750台
 東日本大震災： 約330台

 全国1,496事業者の保有台数：
1,148台

南海トラフ巨大地震では
絶対的不足の懸念



応急給水車の台数
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1995: 阪神・淡路大震災
2011: 東日本大震災
2016: 熊本地震

市民生活への影響を考慮した対策

0

50

100

150

200

250

㍑
/
日
・
人

～3日 4～10日 11～21日 22～28日
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（1/18～24）

第2週目

（1/25～31）

第3～4週目

（2/1～14）

第5週目以降

（2/15～）

通水見通し 復旧の見通しは？ 具体的かつ精確な情報が欲しい．

いつ水が出るのか？

詳しい情報提供がない．

広報が伝わらない．

我慢も限界だ．

応急給水 給水車はいつどこ
に来るのか．

人工透析病院から
の給水要求．

給水車の広報をせよ．(もっと近く

まで来て欲しい／来ていてもわ
からない）

避難所に給水タンクを設置せよ．
（量・回数を増やせ）

水が十分給水されない．
（量・回数＋時間帯）

近くは出ているのに．．．

水汲みがつらい．
疲れた．

漏水

その他

とりあえず水を止
めて欲しい．

風呂に入りたい． 通水できないといわれ
たが何とかして欲しい．

何回も連絡した
がどうなってい
るのか．

3 20 100 250

1km
以内

250m
以内

50m
以内

10m
以内

神戸市水道局：阪神淡路大震災 水道
復旧の記録，1996.2．に基づいて作成

耐震適合性を考慮せず 耐震適合性を考慮

平成17年度ベース

1.0 1.0

耐震型継手を有する 0.0 0.0

K形継手等を有するもののうち

良い地盤に布設されている

上記以外・不明なものを含む 0.3 0.3

溶接継手を有する 0.3 0.0

上記以外・不明なものを含む 4.0 4.0

2.5 2.5

RRロング継手等を有する 1.0 0.0

RR継手等を有する 1.0 本管1.0　支管0.0

上記以外・不明なものを含む 1.0 1.0

高密度，熱融着継手を有する

上記以外・不明なものを含む

耐震型継手を有する

上記以外・不明なものを含む

DCIP  ダクタイル鋳鉄管

管種区分

0.3 0.0

管種係数

CIP     鋳鉄管

SUS  ステンレス管

PE    ポリエチレン管

VP     硬質塩化ビニル管

SP       鋼管

ACP   石綿セメント管

CP     コンクリート管

LP     鉛管

平成22年度水道統計における管種区分と
脆弱性指数の評価に用いた管種係数Cp

評価対象

脆弱性指数Vpdの都道府県間の格差
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配水管の脆弱性指数Vpd （耐震適合性を考慮しない値の低い順）

配水管延長(m) （上図と同順）
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配水管ネットワーク態様を表す指標

65

配水管密度ρ（km/km2） 給水人口1人あたり配水管延長Lpc（m/人）

大規模システムほど，ネットワークが高密度 かつ 配水効率が高い
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脆弱性指数Vpdのシステム規模依存性
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0.74

（耐震適合性を考慮せず）

配水効率が高いほど，脆弱性を
低減しやすい

脆弱性指数Vpd
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スケールメリット

5

現在給水人口N（千人）

給水人口1人あたり配水管延長Lpc（m/人）

全国平均

大規模システムほど，ネットワーク
が高密度で配水効率が高い

給水人口1人あたり配水管延長Lpc（m/人）
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厚生労働省資料より抜粋
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仙南・仙塩広域
水道用水供給

事業からの各市
町の受水状況
(2011.3.11本震)
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3/28 3/283/30

3/30
4/1

3/31

3/31

南部山
浄水場

七ヶ宿ダム 仙南・仙塩広域水道事務所資料
に基づいて岐阜大学作成

写真：仙南・
仙塩広域水道
事務所HPより

1週間以内（3/18）に受水完了
2週間以内（3/25）に受水完了
3週間以内（4/1）に受水完了



神戸市水道施設耐震化基本計画

大容量送水管

69

本線延長 12.8km 
口径（直径） 2.4m 
計画送水能力 1日最大40万m3

事業費 370億円
工期 平成8年度～27年度

http://www.city.kobe.lg.jp/safety/prevention/water/06.html

神戸市水道施設耐震化基本計画

大容量送水管
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http://www.city.kobe.lg.jp/safety/prevention/water/06.html

代替送水ルートとしての活用 災害時の生活を守る給水拠点

既設送水トンネルが途中で送水が困
難になった場合、×印より西の区間
は大容量送水管からバックアップで
きます。

立坑を応急給水の拠点として整備し
ます。地震等の災害時には、給水タ
ンク車 消防車への給水、仮設給水

栓による応急給水など防災活動の
拠点となります。

50
40

30
20
10

0
1月17日 1月18日 1月19日

倍率

9:30  「電話不通地域と通話規制について」発表

18:00 「通話規制について 【通話自粛のお願い】 」発表

15:30 「通話規制について 【通話自粛のお願い】 」発表

12:00 「通話規制について 【通話自粛のお願い】 」発表

TCSおよび手動で 市外局番“078” 向け着信規制および発信規制

地震災害時における電話の輻輳
（阪神・淡路大震災）

全国から神戸へのトラヒック状況
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「災害用伝言ダイヤル(171)」および「災害
用ブロードバンド伝言板(web171)」の

累積利用件数の推移

72
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西日本電信電話（株）Webサイト「ニュースリ
リース」 ，総務省資料などに基づいて地震
工学研究室まとめ
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災害用ブロードバンド伝言板（web171）ご利用状況

災害用伝言ダイヤル（171）ご利用状況

東日本大震災（NTT東日本）

熊本地震（NTT西日本）
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171

web171の普及が顕著
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総務省・内閣府発表資料に基づき
岐阜大学地震工学研究室まとめ
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詳細確認中

伝送路断

停電

停電の影響も大

東日本大震災

熊本地震
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2016年4月19日 益城町
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菊池市 宇土市 上天草市 宇城市 阿蘇市 天草市

合志市 美里町 玉東町 南関町 長洲町 和水町

大津町 菊陽町 南小国町 小国町 産山村 高森町

西原村 南阿蘇村 御船町 嘉島町 益城町 甲佐町

山都町 氷川町 芦北町 津奈木町 錦町 多良木町

湯前町 水上村 相良村 五木村 山江村 球磨村

あさぎり町 苓北町
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熊本県

熊本市

避難率の推移

熊本県10.3% (18.4万人)
熊本市14.6% (10.8万人)

西原村43.5% (3千人)
益城町48% (1.6万人)

 阪神・淡路大震災： ピーク時約32万人
 東日本大震災： ピーク時約47万人

5/18 全壊率 全半壊率一部損壊以上率
益城町 8.9% ‐ 46.8%
西原村 14.6% 60.7% ‐
嘉島町 8.5% 18.9% 76.7%
南阿蘇村 3.2% 8.5% ‐
御船町 5.0% 11.8% 31.4%

https://kacco.kahoku.co.jp/blog/rojume/2500

ＪＲ仙台駅前
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東日本大震災直後の駅前の状況

JR新宿駅前

http://hurry911.cocolog‐nifty.com/survive/2016/01/udl2921110‐4436.html



ライフライン地震対策で重要なこと

77

未然防止 拡大防止 早期復旧

被災施設・設備を迅速に復旧する
切れたネットワークをつなげる
応急的に供給する
別の手段で代替する

 施設・設備を強化する
 液状化・軟弱地盤対策を行う

二次災害を防ぐ
 安全確保のため「止める」

施設・設備被害の影響を軽減する
 機能継続のため「止めない」
 ネットワークのつながり確保

「止める・
止めない」
の判断はト
レードオフ

防災の定義（災害対策基本法第２条）： 「災害を未然に防止し，災害が
発生した場合における被害の拡大を防ぎ，および災害の復旧を図ること」

ライフライン地震防災対策の基本構造

事後

ハード面

ソフト面

耐震基準改訂・性能設計
新材料・デバイス開発
レベル２地震動
液状化・断層変位
フラジリティー関数
物理的被害予測

施設の物理的復旧
応急・恒久復旧
原形・改良復旧
最適復旧工法

耐震補修・補強
復旧応援体制

ネットワークの冗長性
ネットワークのブロック分割
グラフ理論
ネットワーク理論
システム信頼度
機能的被害予測

早期被害検知
リアルタイム制御

二次災害防止軽減
機能的復旧

最適復旧戦略
応急供給

地震動モニタリング
地震リスクマネジメント
シミュレーション技術

GIS/GPS/IT/MM

事前

ネットワーク形態の改善

ネットワーク施設の耐震強化

緊急対応・機能的復旧対策

施設の復旧作業
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能島（2002）

みんなで減らそう災害のインパクト

70%

20%

10%

防災・減災の分担のあるべき姿

自助

共助

公助

 市民一人ひとりが防
災・減災の担い手

 なるべく「公助」のお世
話にならないで済むよ
うに

 最低3日間，できれば
1週間の孤立やlifeline
途絶に備えましょう

79
「自分の命は自分で守る みんなの地域はみんなで守る」

自助は共助を助け，
共助は公助を助ける．

公助は自助・共助を助ける（日常）．
公助は最後の砦（地震発生時）．

システム性能
(復旧曲線)

供
給

率

時間

構成要素
脆弱性

ネットワーク
脆弱性

地震動強度
損

傷
確

率

個別的
インパクト

時間

個
別

充
足

度

ライフライン被害の影響評価と
様々な対策によるインパクト軽減の枠組み
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全
体

充
足

度

社会的
インパクト

時間


